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江
口
　
友
子 

議
員

総
合
体
育
館
プ
ー
ル
で

37
歳
女
性
が
溺
死

監
視
体
制
の
検
証
を

問　
平
成
26
年
10
月
４
日
に
、

37
歳
の
女
性
が
総
合
体
育
館
温

水
プ
ー
ル
で
溺
死
し
た
。
女
性

に
持
病
や
病
歴
は
あ
っ
た
の
か
。

都
市
整
備
部
長　
な
い
。

問　
女
性
が
何
ら
か
の
理
由
で

溺
れ
て
か
ら
発
見
さ
れ
る
ま
で

２
分
以
上
か
か
っ
て
い
る
。
一

般
に
、
人
は
溺
れ
て
２
分
で
死

亡
す
る
と
言
わ
れ
る
。
仮
に
、

あ
と
30
秒
早
く
発
見
さ
れ
た
ら

死
な
ず
に
済
ん
だ
か
も
し
れ
な

い
。
管
理
体
制
に
瑕
疵
が
あ
っ

た
の
で
は
な
い
か
。

都
市
整
備
部
長　
監
視
体
制
は

適
切
で
あ
っ
た
。
た
だ
、
結
果

が
こ
う
な
っ
て
し
ま
っ
た
。

問　
管
理
責
任
者
で
あ
る
課
長

や
部
長
は
、
事
故
発
生
を
受
け

て
現
場
に
駆
け
つ
け
た
の
か
。

都
市
整
備
部
長　
行
っ
て
い
な

い
。
こ
の
日
は
休
日
で
、
私
用

で
来
客
が
あ
っ
た
。
適
正
に
対

応
す
る
よ
う
電
話
で
指
示
し
た
。

問　

女
性
は
事
故
発
生
の
翌

日
、
亡
く
な
っ
た
。
翌
日
は
現

場
に
駆
け
つ
け
た
か
。

都
市
整
備
部
長　
亡
く
な
っ
た

と
い
う
連
絡
は
受
け
な
か
っ
た
。

問　
こ
の
プ
ー
ル
の
監
視
は
ど

こ
に
委
託
し
て
い
た
の
か
。
委

託
料
と
落
札
率
に
つ
い
て
も
聞

き
た
い
。

都
市
整
備
部
長　
委
託
先
は
東

海
体
育
指
導
㈱
で
、
今
年
度
の

委
託
料
は
４
７
０
９
万
円
、
落

札
率
は
99
・
84
％
で
あ
る
。

問　
落
札
率
が
99
％
と
い
う
の

は
、
談
合
が
疑
わ
れ
て
も
お
か

し
く
な
い
。
こ
の
数
字
を
聞
い

て
市
長
は
ど
う
思
う
か
。

都
市
整
備
部
長　
適
正
な
入
札

を
行
っ
て
い
る
。

問　
市
内
の
小
学
校
の
プ
ー
ル

監
視
を
受
託
し
て
い
る
業
者
は

ど
こ
か
。
そ
の
落
札
率
は
。

社
会
教
育
部
長　
す
べ
て
東
海

体
育
指
導
㈱
で
、
今
年
度
の
落

札
率
は
99
・
63
％
、
22
〜
25
年

度
は
１
０
０
％
で
あ
る
。

問　
こ
れ
は
問
題
だ
。
管
理
職

は
現
場
に
駆
け
つ
け
も
せ
ず
業

者
任
せ
で
、
管
理
に
瑕
疵
が

あ
っ
た
か
検
証
も
し
な
い
。
今

も
同
じ
業
者
に
プ
ー
ル
の
監
視

を
任
せ
て
い
る
の
か
。

都
市
整
備
部
長　
東
海
体
育
指

導
㈱
が
そ
の
ま
ま
行
っ
て
い
る
。

端
　
文
昭 

議
員

ツ
イ
ン
シ
テ
ィ
整
備

推
進
事
業
に
つ
い
て

問　
地
権
者
に
事
業
の
定
款
や

計
画
書
を
渡
さ
な
い
ま
ま
得
た

同
意
書
は
無
効
で
は
な
い
か
。

都
市
整
備
部
長　
そ
の
場
合
、

同
意
書
は
無
効
と
考
え
る
。　

問　
地
権
者
の
個
人
情
報
（
親

族
、
所
属
団
体
、
収
入
等
）
は

何
の
た
め
に
、
ど
の
よ
う
な
方

法
で
取
得
し
た
の
か
。

都
市
整
備
部
長　
事
業
に
必
要

な
最
低
限
の
情
報
で
あ
る
。
土

地
所
有
者
の
情
報
は
固
定
資
産

税
課
か
ら
も
収
集
し
た
。

問　
地
権
者
は
人
権
が
侵
害
さ

れ
た
と
言
っ
て
い
る
。
個
人
情

報
の
扱
い
は
確
認
し
た
の
か
。

都
市
整
備
部
長　
当
時
は
個
人

情
報
の
認
識
が
な
か
っ
た
。

成
27
年
４
月
か
ら
施
行
さ
れ
る
。

対
象
者
一
人
ひ
と
り
の
自
立
に

向
け
た
包
括
的
な
支
援
を
行
う

た
め
、
自
立
相
談
支
援
事
業
で

市
役
所
本
館
１
階
に
設
置
さ
れ

る
相
談
窓
口
の
形
態
を
伺
う
。

福
祉
部
長　

主
任
相
談
支
援

員
、
相
談
支
援
員
、
就
労
支
援

員
、
住
宅
確
保
・
就
労
支
援
員
、

ホ
ー
ム
レ
ス
巡
回
相
談
員
の
５

職
種
で
、
５
人
の
配
置
を
考
え

て
い
る
。

問　
引
き
こ
も
り
や
ニ
ー
ト
の

若
者
は
、
親
の
支
援
が
な
く

な
っ
た
と
き
生
活
困
窮
者
に
な

る
お
そ
れ
が
あ
る
が
、
支
援
の

対
象
に
な
る
の
か
。

福
祉
部
長　
そ
う
い
っ
た
方
の

人
数
は
把
握
し
て
い
な
い
が
、

地
域
か
ら
相
談
が
あ
れ
ば
出
向

く
こ
と
も
考
え
て
い
く
。

問　
市
は
昨
年
度
か
ら
生
活
保

護
受
給
家
庭
の
中
学
校
３
年
生

の
子
供
に
対
し
て
学
習
サ
ポ
ー

ト
を
行
っ
て
い
る
が
、
こ
れ
を

自
立
支
援
法
の
任
意
事
業
の
一

つ
で
あ
る
学
習
支
援
事
業
と
し

て
行
う
場
合
、
支
援
内
容
は
ど

の
よ
う
に
な
る
の
か
。

福
祉
部
長　
対
象
者
を
生
活
保

護
世
帯
以
外
に
も
拡
大
で
き
る

が
、
場
所
や
体
制
、
補
助
率
が

50
％
と
な
る
な
ど
の
課
題
が
あ

る
。
こ
れ
ら
の
状
況
や
「
子
ど

も
の
貧
困
対
策
推
進
法
」
の
動

き
を
踏
ま
え
、
対
象
者
や
実
施

方
法
に
つ
い
て
、
教
育
委
員
会

と
も
連
携
し
な
が
ら
今
後
も
検

討
を
進
め
て
い
き
た
い
。

鈴
木
　
亜
紀
子 

議
員

生
活
困
窮
者
の

自
立
支
援
に
つ
い
て

問　
生
活
困
窮
者
の
自
立
の
促

進
を
図
る
こ
と
を
目
的
と
し
た

生
活
困
窮
者
自
立
支
援
法
が
平

問　
相
模
小
学
校
予
定
地
の
地

権
者
の
同
意
状
況
を
問
う
。

都
市
整
備
部
長　
人
数
で
約
６

割
、
面
積
で
約
５
割
で
あ
る
。

問　
確
認
書
で
は
土
地
区
画
整

理
事
業
が
不
調
の
場
合
で
も
平

成
30
年
４
月
の
開
校
を
約
束
し

て
い
る
が
履
行
で
き
る
の
か
。

都
市
整
備
部
長　
区
画
整
理
で

保
留
地
を
取
得
す
る
方
が
、
直

接
買
収
す
る
よ
り
も
早
く
で
き

る
。

問　
補
助
金
の
使
途
と
成
果
が

不
透
明
だ
。
審
査
に
当
た
っ
て

な
ぜ
、
準
備
会
か
ら
決
算
書
が

出
さ
れ
な
い
の
か
。

都
市
整
備
部
長　
決
算
報
告
書

の
提
出
は
求
め
て
い
な
い
。

無

所

属

無

所

属

無

所

属

質総
問括
主な質問と答弁

12
月
定
例
会

相模小学校予定地に立つ
組合施行反対ののぼり旗

溺死事故が起きた平塚総合
体育館プール

　目の不自由な方に、朗読版と
点字版の議会だよりを作成して
います。ご希望の方は議会局に
お問い合わせください。

　９月定例会で提案された平成25年度の決算について、10月
１日〜３日に開催した決算特別委員会の審査の結果を受け、
12月定例会初日の本会議で採決を行いました。一般会計・特
別会計決算は賛成多数で、病院事業決算は全員異議なく認定
しました。なお、一般会計のツインシティ整備推進事業に対
しては「組合設立準備会への補助金支出の内容が不明瞭」な
ど、決算の認定に反対する討論がありました。

　平成25年度の決算額は、前年度と比べ歳入で4.6％、歳出
で5.0％の減少となりました。新しい環境事業センターの
本格稼働、市民病院新棟や市役所新庁舎の建設など大型事
業が進みました。また、安心・安全への対応策や地域経済の
活性化など、市民生活の充実に向けた施策を推進しました。

■ ■ ■ ■　決算の特徴　■ ■ ■ ■

決算に関する質疑
一般会計・特別会計
災害用備蓄拡充事業
■問　災害弱者に配慮したプ
ライベートルームや避難所
用間仕切りなどの整備は予
定どおり進んだのか。
■答　プライベートルームは
平成25年度に27セットを購
入。各避難所に２台が目標
である。間仕切りは25セッ
トを購入。各避難所に４
セットを目指している。
高齢者生活支援事業
■問　地域での見守りを進め
る３つの事業があるが、事
業の改善点は何か。
■答　在宅時緊急通報システ
ムで、押しボタンに加え、
24時間体制のセンサーを付
け、在宅中に動きがない場
合には監視センターが連絡
や確認をする体制にした。
中小企業金融支援事業
■問　融資を受けた企業の件
数と融資先からの評価は。
■答　平成25年度の貸付件数
は187件、貸付金額は23億
円ほどである。前年度と比
べて10件、５億円増えてお
り、借りやすい環境が企業
から評価されたと考える。

通学路安全対策事業
■問　通学路の安全対策をど
のように進めたのか。
■答　登下校時に地域の人が
子供を見守ることで、通学
路の安全が図られ、防犯対
策にもつながった。

国民健康保険事業
■問　特定健康診査の受診率
の上昇に向けてどのような
取り組みをしたのか。
■答　親しみやすい愛称への
変更や自己負担額の減額、
検査項目の拡大などで受診
率が向上した。

　病 院 事 業
■問　高度な医療の提供には
医師などの増員が必要だ
が、医業収益との整合性は
とれているのか。　
■答　医師を増員し費用は約
7.6％増加したが、収益は
４％の増加に留まった。同
程度の伸び率が望ましく、
一人当たりの診療密度を上
げ、単価を上げている。

決算を認定平成25年度

一般会計 歳入

一般会計 歳出

歳入総額
839億
6259万円

市税
　428億7891万円
　（51.1％）　

諸収入　49億8846万円（5.9％）　

使用料及び手数料
　　　　　　　16億4045万円（2.0％）　

県支出金　45億9877万円（5.5％）　

地方譲与税・交付金　15億6662万円（1.9％）　

国庫支出金
　110億9084万円
　（13.2％）　

繰越金　37億7857万円（4.5％）　

地方交付税　14億4872万円（1.7％）　

市債　55億3990万円（6.6％）　

地方消費税交付金
　　　　　　　24億7951万円（2.9％）　

その他　39億5184万円（4.7％）　

歳出総額
799億
9824万円

民生費
　318億7510万円
　（39.8％）　

教育費　62億1454万円（7.8％）　

諸支出金　14億7600万円（1.9％）　

総務費
　115億3000万円
　（14.4％）　

公債費　50億4424万円（6.3％）　

農林水産業費
　6億1984万円（0.8％）　

土木費　98億2743万円（12.3％）　
衛生費　79億1003万円（9.9％）　

消防費　28億1120万円（3.5％）　

議会費
　5億410万円（0.6％）　

商工費　19億4891万円（2.4％）　
労働費
　2億3686万円（0.3％）　

声・点字　議会だより


